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１．はじめに

港湾には、防波堤、岸壁などの施設が陸域・海域

の両方に存在し、延長の長い施設では数 に及ぶも

のがあるなど、維持管理のための点検は大きな労力

が必要となる。さらに、港湾の施設は主として海洋

環境下に設置されるため、他の土木構造物と比較し

て厳しい環境にさらされている。人的資源・財源が

限られる中、港湾管理者や民間事業者による港湾施

設のより効率的かつ的確な維持管理の実施が求めら

れている。

２． 点検診断システム

沿岸防災研究室では や 等の新技術を活用す

ることで港湾の施設の維持管理、特に一般定期点検

診断を効率化・高度化し、港湾管理者等の負担を軽

減することを目的として、「 を活用した港湾の施

設の点検診断システム」（ 点検診断システム）の

開発を行っている。

点検診断システムは遠隔地画像伝送システム

と変状抽出システムから構成される（図）。当該シ

ステムでは、 等により変状を検出した結果を踏ま

えて、人が劣化度判定・性能低下度評価を行う。

図 点検診断システムの概念図

３．現地作業の効率化

令和 年度に行った実証実験において、現場作業時

間を 程度削減できた（表）。施設の種類や規模に

より多少の変動はあるが、 を活用することで現地

作業の効率化が可能であることが示された。
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４．今後の展開

点検診断システムは平常時（一般定期点検診

断）を対象にしたものであるが、今後は当該システ

ムを災害後の点検等にどのように活用できるかにつ

いて検討する予定である。

また、現状の 点検診断システムでは、 等によ

り変状の検出までを行い、人が劣化度、性能低下度

を判定・評価するが、将来的には劣化度判定・性能

低下度評価も自動化を目指している。
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１．はじめに

東日本大震災発生時には津波により船舶が漂流し

港湾内での被害を増大させる一因となった。この軽

減のため津波が予想される場合、緊急避難を迅速に

行うなどの対応が必要となる。本研究はこのような

対策の検討の参考とすべく、 （

：船舶自動識別装置）データ

により津波襲来時の船舶挙動を分析したものである。

２．分析の概要

東日本大震災後には停電が発生し データが欠

測したケースが多いが、入手できた鹿島港・苫小牧

港・東京湾地域のデータにより分析した。地震発生

時に各港内に所在した船舶について、その後の挙動

を時間経過とともに追跡し、避難状況を把握した。

３．各港での状況

鹿島港では震源に近く大規模な津波が複数回襲来

し約半数の船舶が漂流した。地震発生から概ね 時間

までに離桟できた比較的小型の船舶のみが港湾外へ

避難できていた。東京湾諸港においては津波警報発

令後、自力で離桟できるフェリーや中型船がまず港

湾外へ避難した。コンテナ船等の大型船は通常タグ

ボート支援により離桟するため、避難できた時間は

タグボートが到着するまでの時間に依存していた。

係留継続を選択した船舶も多数見られたが、これら

は漂流には至っていない。苫小牧港では、まず自力

離桟が可能なフェリー・ 船が避難した後、貨物

船の多くが自力で離桟し避難した。この際、船舶が

一定間隔で順序よく避難している状況が確認され、

船速の著しい低下や船間の衝突は確認されなかった。

図 緊急避難状況（苫小牧港）

４．今後の緊急避難円滑化への示唆

第一に一定規模以上の船舶はタグボートの支援を

速やかに得られるかが迅速な避難の必要要素である。

ただしタグボートも津波被害を避ける必要があるた

め、可能な限り自力で離桟することが望ましい。こ

のため十分な規模の回頭泊地の確保や出船係留（入

港時に回頭を行い、出港時に回頭を不要とする係留

方法）への転換も検討に値する。

第二に、緊急避難のみでなく係留施設を強化し津

波に耐えることも選択肢として想定されるため、津

波の流れを設計時の外力として考慮するなど技術的

検討が必要である。第三に、緊急避難は押し波が襲

来する前の引き波による水深低下のタイミングでな

されることが予想され、水域施設の水深の充足度の

評価が必要である。今後各港では大規模地震後の津

波リスクについて評価を行うこととされており、引

き続き分析を継続し知見を蓄積していく予定である。

☞詳細情報はこちら

国総研資料

室長
博士 工学 研究官

写真

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要

写真

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要

要）

国
土
を
強
靱
化
し
、
国
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
ま
も
る
研
究

1.

研究動向・成果

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/

ks1217.pdf

- 71 -- 71 -- 71 -

https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks1217.pdf
https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks1217.pdf

